
１．費用便益分析マニュアル改定の状況

費用便益分析マニュアルの改定等の状況について

２．将来交通量に関する見通しの状況

３．過年度の高速自動車国道事業の費用便益分析について

資料－２



１－１．費用便益分析マニュアル改定の状況（改定経緯等）

出典）『道路事業の評価手法に関する検討委員会』第４回資料(国土交通省HP）よりNEXCO作成

●平成15年8月の前回マニュアル改定から一定期間経過
●B／Cを含む事業評価手法について国会や地方等から様々な意見
　　①現行の便益の計算方法が課題ではないか
　　②事業評価手法の考え方が現行のままでよいか

●『道路事業の評価手法に関する検討委員会』(金本良嗣委員長)におい
て、以下の２点を集中的に議論（平成20年11月25日第４回委員会）
　①費用便益分析における便益・費用の計算方法
　②事業評価手法の考え方　　

費用便益分析マニュアル　平成20年11月　国土交通省
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１－２．費用便益分析マニュアル改定の状況（原単位の改定等）
（１）時間価値原単位の改定

※人の時間価値や車両の機会費用の見直し

（２）走行経費原単位の改定

（３）交通事故減少便益の改定

※燃料価格、車両償却費の見直し

※精神的損失額を追加

出典）『道路事業の評価手法に関する検討委員会』第４回資料(国土交通省HP）よりNEXCO作成

【平成１５年価格】 【平成２０年価格】

一般道路(平地）
40㎞/hの場合

走行経費原単位
（円／台・ｋｍ）

一般道路(平地）
40㎞/hの場合

走行経費原単位
（円／台・ｋｍ）

乗用車 11.31 乗用車 16.65

バス 49.12 バス 59.14

小型貨物車 24.05 小型貨物車 18.92

普通貨物車 34.47 普通貨物車 36.87
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１－３．費用便益分析マニュアル改定の状況（検討期間延長等）

◆費用便益分析にあたっては、

　　・現在価値算出のための社会的割引率は４％　（従前と変更無し）

　　・検討年数５０年　（従前は４０年）

◆走行時間短縮便益の算定に当たって、

　　以下の項目による便益を追加してもよいこととしている

　　①災害等による通行止めの考慮

　　②冬期の交通状況の考慮

出典）『道路事業の評価手法に関する検討委員会』第４回資料(国土交通省HP）よりNEXCO作成
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２－１．将来交通量に関する見通しの状況（国土交通省予測：平成２０年１１月２６日公表）

●平成１７年道路交通センサス結果を踏まえた将来交通需要見通しを国土交通省が公表　　　　　　　　
●交通需要に大きな影響を及ぼす社会経済指標（将来人口、ＧＤＰ等）を設定し、予測　　　　　　　　　　
●全車ベースでは、微減傾向が継続し、2030年（H42）では前回（H11センサス）より▲１３％減少　　　　
●貨物車は横ばいとなるものの、乗用車が前回（H11センサス）▲18％減と減少幅が大きい

全道路将来走行台キロ（H11センサスフレームとH17センサスフレーム）
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２－２ ．高速道路の利用交通量の状況

●全国の交通需要は、燃料価格の上昇等の影響により平成15年度以降低迷し、平成18年度から
　　横這いの状況
●一方、高速道路の交通量は、ＥＴＣの割引等の普及の影響もあり、平成16年度以降は増加傾向
●なお、高速道路の分担率(=高速道路の走行台㌔／全道路の走行台㌔）は平成１５年以降上昇

高速国道・全道路　走行台㌔推移（Ｈ２年度＝100）
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高速道路の分担率推移　（高速道路走台㌔／全道路走行台㌔）
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３．過年度の高速自動車国道事業の費用便益分析について

◆国土開発幹線自動車道建設会議（国幹会議）における高速道路事業の費用便益分析結果

延長 全体 交通量 B/C 全体 交通量 B/C
事業費 H32 事業費 H32

㎞ 億円 台/日 億円 台/日

北海道縦貫自動車道 七飯 ～ 国縫※1 78 2,503
3,800
～　4,900

1.60 2,276
3,800
～　4,900

1.73

北海道横断自動車道根室線 夕張 ～ 十勝清水 81 2,761
5,100
～　5,800

2.09 2,438
5,100
～　5,800

2.33

日本海沿岸東北自動車道 中条 ～ 朝日※2 30 1,339
2,800
～　4,300

1.09 1,056
2,800
～　4,300

1.35

常磐自動車道 常磐富岡 ～ 新地 55 1,967
6,000
～　7,000

1.49 1,480
6,000
～　7,000

1.92

常磐自動車道 山元 ～ 亘理 12 459 9,300 3.24 321 9,300 4.47

東関東自動車道水戸線 三郷 ～ 高谷ＪＣＴ 20 11,384
34,100
～　47,500

1.25 ※38,883
34,100
～　47,500

1.41

東関東自動車道水戸線 鉾田 ～ 茨城ＪＣＴ 17 682
3,700
～　4,300

1.35 517
3,700
～　4,300

1.74

北関東自動車道 伊勢崎 ～ 岩舟ＪＣＴ 39 2,741
22,500
～　30,500

6.83 2,247
22,500
～　30,500

8.16

北海道横断自動車道根室線 余市 ～ 小樽ＪＣＴ 24 1,140
9,500
～　9,900

2.21 1,062
9,500
～　9,900

2.36

東北中央自動車道 南陽高畠 ～ 山形上山 24 1,149 9,700 3.07 1,080 9,700 3.24

常磐自動車道 新地 ～ 山元 16 494 6,800 2.59 467 6,800 2.72
※１　：平成20年度東日本高速道路㈱が行う事業再評価は、新直轄区間を除く大沼～国縫間（67ｋｍ）

※２　：平成20年度東日本高速道路㈱が行う事業再評価は、新直轄区間を除く中条～荒川間（10ｋｍ）

※３　：第二回国幹会議における全体事業費は、三郷南～高谷ＪＣＴ間のもの

H15.12第１回国幹会議 H18.2第２回国幹会議

Ｈ20年度
再評価

H18年度
新規採択
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